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15議員が市政を問う一 般 質 問

問　食物アレルギー等により学校給食を利用せ
ず、弁当を持参する児童生徒について、県の「学
校給食費無償化等子育て支援市町村交付金」を
活用し、保護者の負担軽減を図れないか。
答　県の交付金は、市が行う学校給食の無償化
に充てられるもので、弁当を持参する場合は、
使用した食材の購入費に充てることができます。
しかし、弁当にのみ使用した１食ずつの食材の
領収書の添付など申請手続が煩雑で、保護者の
負担になるため実施していません。
問　市が独自に補助等をする考えは。
答　鋭意検討していきます。

問　旧十和田湖町地域を中心とした過疎地域に
ついて、過疎地域持続的発展計画の実施状況は。
答　令和３年度からの５か年で、各種インフラ
整備や通学支援、公共交通確保、観光振興など、
69事業中47事業を実施しました。
問　生活環境や産業振興、子育て、教育等にお
ける成果と課題をどのように認識しているか。
答　生活環境の改善や安全・安心の確保など一
定の成果がありましたが、同地域では特に人口
減少や高齢化が進行し続けており、様々な課題
への対策が必要なため、次期計画においても継
続して取り組んでいきます。
問　生活交通の確保に向け、西地区シャトルバ
スの路線延伸やダイヤ見直しを検討できないか。
答　利用者増加に向け、今後検討していきます。
問　高齢者などが災害時にスマートフォンで防
災情報を収集する方法を学ぶ講習を継続して実
施する考えは。
答　令和８年２月には「デジタル活用支援推進
事業」を活用した防災対策のスマホ教室の開催
を予定しており、今後も継続していきます。

お弁当持参の児童生徒へ
　　　　　　　　市独自の補助を

問　地方揮発油譲与税とはどのような税か。
答　国が徴収したガソリンに係る地方揮発油税
について、地方自治体が管理する道路の延長や
面積で案分し、その割合に応じて、国から地方
自治体へ譲与されるものです。
問　ガソリンの暫定税率が令和７年12月を
もって廃止となるが、今後の財政への影響は。
答　当市では、自動車を日常的に使用する市民
が多く、暫定税率の廃止によるガソリン価格の
引下げは、市民にとっては家計負担の軽減とな
ります。また、物流業や公共交通事業等に携わ
る事業者にとっても、物価高騰対策として大変
有効な施策であり、大きな恩恵をもたらすもの
と認識しています。
　しかし、ガソリンに係る地方揮発油税による
税収は、財政基盤の脆弱な地方自治体にとって
は貴重な財源であり、その廃止による影響は決
して軽視できるものではありません。市では、
国から交付される地方揮発油譲与税に影響があ
り、令和６年度決算に基づき試算すると、歳入
が約7,700万円から約6,500万円となり、年
間で約1,200万円の減収となる見込みです。
　こうした減収の影響については、全国市長会
を通じて、代わりとなる安定的な財源を確保す
ることを強く国に要望しており、国の責任で適
切な対応が講じられることを期待しています。
問　令和７年度の地方揮発油譲与税も減収にな
ることが見込まれると思うが、減収額はいくら
になるのか。
答　ガソリンの暫定税率が12月末で廃止され
ることにより、令和７年度の地方揮発油譲与税
も減収が見込まれます。令和６年度決算額を基
に機械的に計算すると、令和７年度は、約
100万円の減収となります。

問　大深内小中学校のスクールバスについて、
熊対策として自宅前までの送迎は出来ないか。
答　送迎には中型バスを使用していますが、道
路が狭く、自宅前まで送迎するのは難しい状況
となっており、各家庭において停留所または学
校まで送迎をしていただくようご協力を仰ぐこ
とになります。

問　医療・福祉分野は、令和６年度の報酬改定
以降、報酬が上がっておらず、物価の上昇に追
いついていないことから、物価高騰対策として、
医療・福祉事業者への支援を実施する考えは。
答　支援の必要性は認識していますが、医療、
福祉事業者に対しては、国の補正予算における
支援パッケージとして、物価上昇や賃上げ等に
対する支援が予定されています。また、県にお
いても医療、福祉事業者を対象に、物価高騰対
策支援金の支給が予定されていることから、市
としては、原則的にそのような支援が行き届か
ない事業者への支援を考えています。

問　風力発電事業に伴う森林伐採により、熊の
生息地が破壊・分断され、市街地での出没増加
につながるのではと懸念されているが、生息地
への影響についてどのように考えているか。
答　報道等では、令和７年は熊の生息地におけ
る食糧の不作等の理由から、行動範囲が拡大し、
人の生活圏での出没頻度が増えているものと想
定されています。風力発電と熊出没のはっきり
とした因果関係を申し述べることはできません
が、風力発電事業に係る環境影響評価法等に基
づく調査、予測評価等を行う事業者に対し、熊
を含めた動植物に与える影響について配慮する
よう意見を伝えます。

ガソリンの暫定税率廃止の影響は 大深内小中学校スクールバス
　　熊対策で自宅前までの送迎を

山　田　洋　子
（柊の会）

鋭意検討する年間約1,200万円減収の見込み 各家庭で送迎いただくよう
　　　　　　　　　協力を仰ぐ

久　慈　年　和
（立憲農民クラブ）

竹　島　直　樹
（柊の会）

問　小中学校の女子トイレの個室にいつでも使
えるように生理用品を設置する考えは。
答　現在、小中学校では、困ったときに気兼ね
なく相談できる場として、保健室での生理用品
の配布等を行っています。トイレへの設置につ
いては、生理の貧困の解消にとどまらず、ジェ
ンダー平等の推進などの意義も含め、公共施設
等での設置が広がりつつあることを認識してい
ます。児童生徒の心理的安心にもつながること
から、今後は学校現場と社会状況を注視してい
きます。

問　加齢性難聴者への補聴器購入の助成につい
て、助成開始時期の見込みは。
答　令和８年度から補聴器購入に要する経費の
一部を補助する加齢性難聴者補聴器購入費助成
事業を実施したいと考えており、現在は実施に
向けた制度設計を進めているところです。実施
に当たっては、市内の補聴器相談医等と連携し、
補聴器が有効活用されるよう購入後の適切なフ
ォローアップ体制を構築していきたいと考えて
います。

問　風力や太陽光発電といった再生可能エネル
ギーの大型開発から、八甲田山系の自然景観を
守ることについて、市の考えは。
答　八甲田山をはじめとする豊かな自然環境や
景観は、未来世代に引き継いでいかなければな
らない重要な財産であるという市の考えはこれ
までと変わっていません。自然地域との共生が
図られるよう、新たに施行された「青森県自然・
地域と再生可能エネルギーとの共生条例」の合
意形成プロセスにおいて、市民の声も伺いなが
ら意見を申し述べていきたいと考えています。
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